
災害時における物資供給に関する協定 

 

福山市（以下「甲」という。）と大東建託株式会社 福山支店（以下「乙」という。）

は，災害時における物資の供給について，次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規

定する災害が発生し，又は発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）にお

いて，甲に対する物資の供給について，迅速かつ円滑に供給するために必要な事項を

定めることを目的とする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は，災害時において物資を調達する必要があると認めるときは，乙に対し，

その保有する物資の供給を要請することができる。 

 

（物資の範囲） 

第３条 甲が，乙に供給を要請する物資は，次の各号に掲げるもののうち，乙が供給可

能なものとする。 

（１）生活必需品（簡易トイレ，ボディタオル，マスク，除菌消臭水の素 等） 

（２）食料，飲料水（保存食（アルファ米，パン 等），保存水（ペットボトル） 等） 

（３）工具類（コードリール，バール 等） 

（４）作業関係用品（ゴムボート，水のう，安全ゴム長靴，ゴム手袋 等） 

（５）その他甲が指定する物資 

 

（要請手続） 

第４条 甲は，乙に対し，供給する物資名，数量，規格，引渡場所等を記載した文書を

もって要請するものとする。ただし，緊急を要する場合は口頭で要請し，事後文書を

提出するものとする。 

 

（協力実施） 

第５条 乙は，前条の規定により甲から要請を受けたときは，乙の可能な範囲内におい

て優先的に甲に物資を供給するものとする。 

２ 乙は，物資の供給を実施したときは，その供給の終了後速やかにその実施状況を報

告書により甲に報告するものとする。 



（物資の運搬及び引渡し） 

第６条 乙は，物資の運搬及び引渡しについては，甲の指示（物資の供給先に関する指

示も含む。）に従うものとする。 

２ 物資の運搬は，原則として乙が行うものとし，甲は，甲の指定する場所に職員又は

甲の指定する者を派遣し，要請に係る物資を確認の上，乙から引渡しを受けるものと

する。ただし，乙が運搬できない場合は，甲乙協議の上，定めるものとする。 

 

（費用の負担） 

第７条 乙が供給した物資の代金及びその運搬に要した費用（以下「費用等」という。）

は，甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用等は，災害発生直前時における適正な価格を基準とし，甲乙協

議の上，定めるものとする。 

 

（代金の支払） 

第８条 甲は，乙から引渡しを受けた物資の代金は，乙からの請求書を受理した後，遅

滞なく支払うものとする。 

 

（連絡先確認及び報告） 

第９条 この協定の万全の実行を図るため，甲乙相互の連絡先，連絡責任者及び担当者

を定めるものとし，甲は乙に対して供給可能な在庫品目，数量等について報告を求め

ることができる。 

 

（平常時の連携） 

第１０条 甲及び乙は，この協定が円滑に運用されるよう，平素から必要に応じて，情

報の交換を行うものとする。 

２ 乙は，甲が実施する防災に関する市民への啓発活動等に協力するよう努めるものと

する。 

 

（協議） 

第１１条 この協定に関し，疑義又は定めのない事項が生じた場合は，その都度，甲乙

協議の上，定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第１２条 この協定の有効期限は，本協定締結の日から１年間とし，有効期間満了の１

か月前までに甲乙いずれからも申し出がない場合は，この協定は更新されたものとし，

１年間延長し，その後においても同様とする。 



本協定の締結の証として，本書２通を作成し，甲乙記名押印の上，それぞれ１通を所

持するものとする。 

 

 

  ２０２３年（令和５年）１０月１０日 

 

 

 

                 甲 広島県福山市東桜町３番５号 

                   福山市 

                   福山市長 枝広 直幹 

 

 

 

                 乙 東京都港区港南二丁目１６番１号 

                   大東建託株式会社 

                   代表取締役社長執行役員 竹内 啓 


